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 平成１９年度 鎌倉市財政報告書  

 
 
平成１８年度から２２年度までの第３次総合計画・第２期基本計画・前期実施計画において掲

げられている実施計画事業の総額は、事業費ベースで６４２億円、一般財源ベースでも１９６億

円になりますが、事業実施にあたっての財源不足額は約７４億円（平成１８年２月・財政計画策

定時点）と見込まれています。 
  
市政を取り巻く環境や住民ニーズが刻々と変化している中、新たな事業へ対応するための歳出

圧力が増しており、このまま手をこまねいては財源不足額が拡大する恐れがあります。 
 
夕張問題等を契機に、将来の鎌倉市の財政状況を心配する市民の声が多くなっています。また、

地方の財務規律に対する国の権限強化も検討が進められています。 
このような中、より一層効率的な財政運営、計画的な事業選別等に努め、身の丈にあった、低

成長、少子高齢化社会に即応した財政運営が求められています。 
 
一方で、このような時代だからこそ、将来に備えた計画的な投資も必要になります。特に拠点

整備をはじめとする良好な社会資本を形成するなかで、将来にわたって地域の活力を維持してい

くための源泉を涵養していかなければなりません。 
 
制約のある財源と、山積している行政課題への対応や将来を見据えた資本整備の必要性、しか

も債務管理をはじめとする財政運営の重要性の増大という、極めて困難な課題を抱えている中に

あっては、全庁的な財政情報の共有と、直面している課題に対する共通認識が不可欠になります。 
  
今後の財政運営のあり方を広範に議論していくための素材として、「１９年度予算の状況」や

「基金と市債の状況」、その他「市の財政運営をとりまく諸課題」などを取りまとめたものが、

この報告書になります。 
 
 
 

１ １９年度予算の状況  
  
  平成１９年度の鎌倉市一般会計予算の総額は５４９．４億円と、前年度に比べて約６億円（１．

１％）の増加になりました。人件費・扶助費・公債費の、いわゆる義務的経費が１０億円近く伸び

ているなかで総額が６億円の増加にとどまったのは、下水道事業への繰出金の圧縮（下水道料金の

値上げや事業の縮減、下水道平準化債の活用などで対前年度１３．６億円の減を達成）が図られた

ことが大きな要因です。 
 逆の見方をすれば、下水道事業への繰出金を除く一般会計予算は、１９．６億円の増加（４９７．

２億円から５１６．８億円）になっていますので、今後は一般会計における事務事業においてスク
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ラップ・アンド・ビルドや受益者負担の適正化等を進め、歳入規模に見合った事業展開が図れるよ

う、抑制を図っていく必要があります。 
  
【歳入について】 
①市税 
 市税は３７４億円ですが、前年に比べ２２．２億円増（+６．３％）と大きく伸びています。なか
でも市民税の伸びが大きく、個人市民税で１５億円（+９％）、法人市民税で４億円程度（+２１．７％）
の増加を見込んでいます。 
 このうち個人市民税は、制度改正（定率減税及び老年者非課税措置の廃止）で約６億円、景気回

復分で１２億円の増を見込みましたが、一方で、住民税のフラット化に伴い、▲３億円のマイナス

影響が生じていますので、全体では１５億円の伸びになっています。 
 県下１７市の個人市民税の平均伸び率は１９．３％になっていますが、これは逗子市と鎌倉市を

除くほとんどの市では住民税のフラット化による税源移譲がプラスに作用しているためです。 
 単純計算ですが、他市並みの水準で税源移譲がなされたら、鎌倉市でもさらに個人市民税は１５

億円程度増加していたものと試算されるため、今回の税源移譲の影響は非常に大きなものがありま

す。 
なお、三位一体改革による国庫支出金の影響額は、一年間あたり７億円の削減額となって出てい

ます。これは、いままで入ってきたものが今後恒久的にもらえなくなることを意味していますし、

また、それに伴って本来移譲される税財源が、他市のようには措置されず、逆に▲３億円という移

譲結果になっているのが、今般の三位一体改革が鎌倉市に及ぼした影響ということになります。  
※住民税のフラット化による税源移譲額については、南足柄市４．７億円、藤沢市１６．６億円、

茅ヶ崎市１２．４億円などの試算があるが、多くの団体では公表されていない状況である。 
 
②所得譲与税・地方特例交付金 
 １８年度までは三位一体改革の補助金削減に伴う税源移譲代替措置として所得譲与税５．９億円

が措置されていましたが、上述のとおり１９年度からは住民税率のフラット化による税源移譲が全

国的になされるため、所得譲与税がなくなりました。 
 また、国の減税政策として行われていた定率減税も廃止されるため、その財源措置として対応さ

れていた地方特例交付金が９．１億円減収になります。 
 この両者で１５億円の減収になりますので、税収増２２億円といっても、純粋に使える財源ベー

スでは７億円程度の増にしかならなかったことになります。 
仮に景気回復による市税増収分１２億円を見込めなかったら、鎌倉市の財政は危機的な状況になっ

ていたと考えられます。また、国から措置される譲与税等が減っていく中にあっては、今後はこれ

まで以上に景気動向に敏感にならざるを得ないものと予測しています。 
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市税・地方特例交付金・所得譲与税・減税補てん債の当初予算推移
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 ※市税・地方特例交付金など、使途を特定されない主な一般財源の額でみれば、市税が伸びている割には、

一般財源の総額は伸びていないことがわかります。 

 
③その他 
 市債の発行を抑制した結果、地方債の発行は１７．９億円と、前年度に比べ約１０．６億円の減

少になっています。しかしながら一方で、財政調整基金からの繰入金は２２．３億円（前年度比+約
６億円）と、平成１０年度以降９年ぶりに２０億円を越える多額の繰入れをしており、結果的には

借金を減らし、貯金の取崩しで財源不足を賄ったという形になっています。 
 
【歳出について】 
①経常的経費 
 ア 人件費（給料・手当・共済費/報酬は除く） １５２．７億円（対前年度比+５．６億円） 
  給与及び手当（退職手当を除く）は０．５億円の減になりましたが、１９年度にピークを迎え

る退職手当は２０．６億円（６．２億円増）を計上しています。２０年度以降の退職手当は１６

～１４億円台と減少傾向に向かいますが、それでも、１４年度から１８年度までの過去５ヵ年の

退職手当の当初予算平均計上額が１２億円程度であったのに対し、２０年度から２４年度に予定

している平均計上額は１５．５億円程度になる見込であり、ピークを超えたといっても依然、退

職手当の支払が市の財政圧迫要因になることに変わりはありません。 
さらに平成２６年度は第二の退職手当のピーク（２０．４億円/７７人退職予定）が来るため、

その時点での財源手当も視野に入れた財政運営を行っていく必要があります。 

人件費と報酬・賃金の対比
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 ※人件費の減分が「報酬・賃金・旅費」に置き換わっていることがわかりますが、今後は非常勤職員等につ

いても配置管理の徹底を図らなければ、トータルとしての人的コストが減りにくくなります。 

（単位：億円） 

15年度を１００とした場合の人件費・報酬等の推移
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※普通退職者がピークを迎えることに加え、さらに定数管理計画に沿った勧奨退職者の増加もあり、18年度、

19年度の人件費は 150億円を越えます。人件費比率もこの二ヵ年度は平成 15年度以来、3年ぶりに 30％を越

えますが、勧奨退職等の効果が出始めることにより職員の新陳代謝が進展していくこと、またさらなる定数管

理の徹底などにより、20年度以降は、人件費は恒常的に減少し、人件費比率も大きく改善していく見込みです。 

※18年度は決算額、19年度は予算額、それ以降は推計値となります。 

                                     （単位：億円） 
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※退職手当は、１９年度にピークを迎えますが、それでもまだしばらくの間、高原状態が続きます。 

※19 年度は予算額であり、今後見込まれる勧奨退職者分は見ていませんが、19 年度に勧奨退職等で増える分

は 20年度以降の退職手当の減少になります。 

 
イ 公債費 ５１．３億円（対前年度+３億円） 
 公債費のほとんどは、過去に実施した実施計画事業の事業財源の返済にあたるものです。その

点、実施計画事業を増やしていけば、公債費が増える分、経常的経費も必然的に増えていくこと

になります。既に借り入れた市債の返済額は今後５０億円前後はさんで次第に減少していく見込

みですが、実施計画事業を行うためにその事業財源として新たに市債の活用をする場合、その返

済に相当する額が後年度に上乗せされることになりますので、市の歳出総額の一割強を公債費が

占める状況は当分の間、続くことになると考えられます。 
 市債を活用しなければならない多額の事業費を要する施設整備や用地取得を進めながら、同時

に公債費の圧縮を図ることは非常に困難なため、後年度に市財政が公債費に圧迫されることのな

いようにその適正管理を行うのであれば、事業採択の段階から十分に将来負担を見極めた上での

検討が必要になります。「市債が活用できる＝一般財源がなくても事業化が図れる＝事業を進め

る」という、安直な財政運営は、これまで以上に慎まなければなりません。 
 

ウ 扶助費及び福祉関連の繰出金 １０２．２億円（対前年度比+５．２億円） 
  １５年度以降、経常的な扶助費及び福祉関連繰出金は毎年平均７％の割合で増加をしておりま

すが、少子高齢化が進むなか、この傾向は今後さらに伸びることはあっても緩和されることは考

えにくい状況です。１５年度は７８億円だった当該経費ですが、わずか５年後の１９年度には１

００億円を超えてきました。このままの推移でいけば、２４年度には１４０億円程度になります。

人件費の縮減額を上回る扶助費の伸びが見込まれますが、三位一体改革の流れのなかで、国県か

らの補助金・交付金が削減傾向にあることを考えると、その財源をいかに捻出していくかが非常

に大きな課題になります。 
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※２０年度以降は、このままの傾向で増えつづけた場合の想定値になります。 

 
エ その他事務経費（下水道繰出金除く） １４６．１億円（対前年度比+１．９億円） 



 7

 アからウの義務的経費及び下水道事業への繰出金を除く、「その他事務経費」（補助金・負担金、

維持修繕料、委託料など）については、特定の経費について事業費ベースで３．５％の枠シーリン

グを設定し、既定経費２．３億円の圧縮を図りましたが、法改正等や社会情勢等の変化により必然

増が避けられない経費（法定増等）が新たに４億円以上発生しており、「その他事務経費」全体では、

対前年度比約２億円程度の増となっています。 
 １５年度以降、現在の所管別配当方式になってから継続的にシーリングを設定しているため、１

５～１９年度の５ヵ年で、１１．８億円の事業費の圧縮が図られましたが、一方で、制度改正や法

改正等で新たに必要となった経費が増えているため、当該経費は１５年度の１３６．３億円から１

９年度は１４６．１億円と、１０億円程度の伸びを示しています。実状は、福祉事業などを中心に

シーリング額を上回る法定増等の経費が恒常的に発生しており、今後もシーリングをしていかなけ

れば、事務経費の右肩上がりでの拡大が避けられない状況になっています。 
  １９年度の予算編成でも、事業が終了した事業や、入札による執行差金などが出たというものを

除き、事業の取り止めや事業対象等の見直しなどにまで踏み込んだ事業内容の見直しを行った部局

は極めて少ない状況でした。財政状況が厳しいなか、抜本的な事務事業の見直しを進めていかなけ

れば、社会情勢等の変化に伴って新たに発生する課題や市民ニーズに対応していくための事業財源

を捻出することができなくなる恐れがあります。 
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 ※毎年、実施計画事業の財源等を捻出するため、経常的経費を切り詰めているという印象がありますが、グ

ラフを見てわかるとおり、経常的経費も基本的には拡大傾向が止まらない状況です。  

 
②政策的経費 
 １９年度に予算化した政策的経費の合計は６４．７億円と、前年度に比べ約４億円増加しました。

政策的経費においても、扶助費の伸びは顕著になっており、１．９億円から２．５億円へ、対前年
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度比３０％という大きな増加傾向にあります。  
 実施計画では、今後２０～２２年度の３ヵ年度で約３３０億円（単年度１１０億円平均）の事業

を行っていくという事業計画が出されていますが、過去５ヵ年（１４～１８年度）の当初予算実績

では、広町・台峯の取得や稲村ガ崎用地の土地開発公社からの買い替え（約２７億円）等を入れて

も、３２２億円（単年度６５億円平均）であったことを考えると、この事業費をいかに捻出してい

くかが本市にとっての大きな課題になることは明らかです。財政計画においては、さらなる人件費

の抑制、分館跡地をはじめとする用地の売却処分、事務事業の見直し等により財源の捻出に努める

ことを示していますが、財政計画だけではなく、全庁一丸となって英知を結集し、より一層の事務

事業の縮減や、効果的な収入確保策の検討をしていかなければ、市民の期待に沿った事業を展開し

ていく上で支障を生じる恐れがあります。 
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２ 基金及び市債の状況について 
 
【財政調整基金の状況】 
 財政調整基金の１８年度末残高は４１．７億円ですが、１９年度の事業財源として年度中に２２．

３億円の取崩しを予定しているため、１９年度末残高は１９．４億円程度になる見込みです。２０

年度以降に予定されている、多額な実施計画事業の財源として活用するには、この残高は非常に心
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もとない水準になります。 
また、まちづくり交付金については１７年度・１８年度の事業実施に伴い、２．４億円分が前倒

し交付されています。この分は、後年度の事業財源として考えておかなければならないため、その

分を財政調整基金にプールしてあるものと考えれば、後年度に自由になる財政調整基金の実額はさ

らに減り、１７億円程度ということになります。 
 今後は、執行ベースでより一層の経費の節減に努め、入札差金等の執行凍結を強化し、財政調整

基金に厚みを持たせていかなければ、実施計画事業にも支障を及ぼしかねない状況です。 
 なお、１８年度末の本市の市民一人当たり基金残高は２．４万円と、県下１７市のうち上から５

番目、県内平均額の１．７万円を大きく上回っていました。これが、１９年度末には、１．１万円、

順位は１２番目にまで低下し、また県内平均額の１．４万円を下回る見込みです。この要因は、他

市は税源移譲で大きく市税収入が大きく伸びたため、財政調整基金の取崩しをしなくても予算が組

めた一方、本市はマイナス移譲の影響を受け、財政調整基金の大幅な取崩しをしなければならなか

ったことにあると見ています。税源移譲の影響は、こういう所に顕著に出てきています。 

財政調整基金の残高推移
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【市債の状況】 
 市債については、残高の管理抑制に努めてきた結果、ピークであった平成１６年度末の残高（全

会計）１，０７７．５億円から順次減少傾向にむかい、平成１８年度末は１０３０億円になってい

ます。１９年度末の見込みでも、９９４億円と、平成９年度以来、１０年ぶりに１，０００億円の

大台をきる見通しです。しかしながら、市民一人あたりの借金として１８年度末残高を換算すると

５９．１万円になります。同じく市民一人あたり市民税額が１０．４万円程度であることを考えた

場合、市債の返済はこの先も厳しい道のりであることがわかります。 
 なお、今後２０～２２年度までの実施計画期間内で、下水道事業も含め１５０億円以上の市債活

用を予定していますが、一方この間に２３０億円程度の元金の償還が進みますので、２２年度末は

９００億円強の残高になると見込んでいます。 
 しかしながら、いま現在実施計画事業として採択されていない新たな事業を行う場合、他に財源

が見出しにくいこともあり、すべて市債（赤字債の発行も含め）で対応することになる可能性が高

い状況にあります。この場合、当然年度末残高の推移見込みにも反映してきますので、事業ボリュ

ームの増加に応じて残高動向も大きく変わってきます。 
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全会計市債残高の推移
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３ 県内他市との財政比較について 
 
 神奈川県は１８年の末に「平成１７年度普通会計の概要」という記者発表を行いました。そこか

らは他の自治体と比較して特徴づけられる本市の財政状況が明らかになります。 
まず、歳出面での特徴として、 
①人件費は、県内平均では職員数の減少を反映し、▲０．９％と７年連続の減少になっていますが、

本市は４．３％の増になっています。１６年度の台風２２号・２３号の影響で１７年度も超勤が

増えたこと、また退職手当も勧奨退職者の増加により前年度比+５億円（３９％増）になったこと
がその要因ではないかと考えています。 
②扶助費は、県内平均では児童福祉費、生活保護費等が増えたことにより４．３％増になっていま

すが、本市はその平均を上回る７％の増加となっています。特に所得制限の撤廃に伴う小児医療

助成、保育所入所扶助などが他市よりも大きく伸びており、少子化対策に力を入れている結果だ

と捉えています。 
③公債費は、県内平均は４．６％の増でしたが、本市は広町の買い替えが始まったこともあり、６．

６％増えました。これからも「広町緑地の買取り」が続き、さらに「台峯」の取得もいよいよ始

まることを考えた場合、公債費の高止まりは当分続くのではないかと見ています。 
  
このような歳出、特に義務的経費の増加を反映し、 
①経常収支比率 本市  １６年度 ８５．５ → １７年度 ８８．３（+２．８） 
   県平均 １６年度 ８７．８ → １７年度 ９０．２（+２．４）   
②公債費負担比率  本市  １６年度 １１．８ → １７年度 １２．２（+０．４） 
   県平均 １６年度 １１．４ → １７年度 １１．０（０．４改善）   
③起債制限比率  本市  １６年度  ９．４ → １７年度  ９．９（+０．５） 
   県平均 １６年度  ８．６ → １７年度  ８．７（+０．１）   
④人件費比率  本市  １６年度 ２８．９ → １７年度 ２９．４（+０．５） 
   県平均 １６年度 ２４．７ → １７年度 ２４．９（+０．２） 
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 以上、県の公表対象となった代表的な財政指標は多くが県平均を下回り、また、数値の悪化傾向

については県平均をすべて上回る結果となっています。 
 
 県内他市の普通建設事業費（施設建設や用地取得など）は１０年連続して減少しています。この

ように他市が緊縮財政に動いているなか、本市は、後世代のために緑や文化財などを残し、さらに

将来の礎になる必要な基盤整備を進めていかなければならないため、今後も歳出の増加圧力は他市

以上に高まっていくことが予想されます。より一層の行革努力を行い事務事業の見直しを進めてい

かなければ、各種財政指標はさらに悪化し、県内平均値と大きく乖離していく恐れがあります。 
 
 
４市の財政運営をとりまく諸課題 
 
【地方財政破たん法制のゆくえ】 
総務省が主導し、いわゆる「再生型破綻法制」の整備が進められています。下記の四つの健全化

判断比率を策定し、いずれかが早期健全化基準以上になった場合は、財政健全化計画（議決事項）

を作成することを義務付けるということが公表されています。適用はＨ２０決算からですが、１

９年度決算から指標の情報開示が義務付けられることになります。 
まだ詳細は不明ですが、早期健全化団体になった場合、実施計画事業の遂行も困難になり、市民

生活に多大な影響を及ぼすことになりますので、その情報把握に努めるとともに十分な対応を講

じていく必要があります。 
 
①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率（全会計） ③実質公債費比率  
④将来負担比率（公営企業、出資法人含めた実質的負債の標準財政規模に対する比率） 

 
このうち本市が留意しなければならない指標は④の将来負担比率です。連結する会計や団体は

まだ公表されていませんが、本市の場合、地形的な特性もあり下水道事業の市債残高が全国でも

極めて多い団体であること、また土地開発公社についても総務省から健全化団体に指定されるほ

どに塩漬け用地を抱えていることなどを考えた場合、全国レベルでもかなり悪い水準になること

が想定されます。 
なお、１８年度末の本市の実質的な負債と考えられる内容として、 
全会計での市債残高 １０３１億円 土地開発公社保有簿価 １５４億円  
学校建設公社 ２．５億円 山崎ＰＦＩ債務残額 １０．７億円  
以上で、１１９８億円になります。１８年度の標準財政規模は３６６億円ですから、標準財政規

模に対して３．２７倍の負債を抱えているということになります。 
   

上述したとおり、いまだ国からは早期健全化団体と認定される基準は示されていません。また、鎌

倉市の債務残高の水準が全国的にみて、どの程度の位置にあるかもまだ明確ではない状況です。しか

しながら、仮にこの指標において黄色信号・赤信号がともるような状況になれば、債務残高を減らす

ために取りうる手段は、既に借り入れた借金の繰上償還を行うか（ただし、繰上償還については一定
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の制約があるため、現時点で行う場合は補償金の支払いが必要になることがあります）、土地開発公

社からの買戻しを早急に進めるかしか手はありません。いずれにしても、多額の財源が必要になるた

め、「将来を見据えた前向きの投資」から「過去の負債の清算」に資金をシフトしていかざるをえな

くなり、今後実施計画事業等を現計画どおりに進めていく上での財政力の大幅な低下が懸念されます。

市民生活や鎌倉市の将来の地域づくりに大きな影響を及ぼす事態が想定されるため、今後も国の検討

動向を十分に注視し、状況に応じた適切な経営判断を加えていくことが必要になります。 
 
   なお、③の実質公債費比率については、本市は下水道事業への一般会計からの繰出金（この

中で一定の額が市の公債費とみなされることになります）が多いため、場合によっては起債制

限を受けることになる１８％超になることも視野に入れた対応をしていかなければならない状

況でした。このため、下水道事業が将来の市財政を圧迫することのないよう、下水道部局が中

心となって、使用料の見直しや下水道事業平準化債の活用などを図ることで、一般会計に負担

のかからない事業展開を進めていく道筋を整えた結果、本市の１７年度の実質公債費比率は１

３．５％に抑えることができました。 
 
【政府債の減少→市債活用の困難化】 
 公営企業改革や財政投融資改革が進むなか、市債発行にあたっての政府資金枠が縮小してきて

おり、１９年度の地方債計画に占める割合は３４％程度になっています。 
今後は、銀行等、民間金融機関からの借入が主体にならざるを得ませんが、民間資金の場合、今

までにない大きな問題を二つ抱え込むことになります。 
まず第一の問題として、民間金融機関は、金利リスクの関係から、償還期限１０年長の超長期

債にはなかなか応じようとしませんので、これまで活用してきた２０年借入の市債が使えず、１

０年程度の償還期限の市債が中心になっていかざるを得ない事態が想定されます。この場合、単

年度の公債費が大きくなることから、実施計画事業の採択、特に多額の事業財源を要する大規模

事業の採択に影響を及ぼすことが考えられます。このため、２０年償還の市債引受けを金融機関

に働きかけることが課題になります。しかし、いずれにしても、これまでのように安定した長期

での資金供給先を見つけることは極めて困難な情勢になるものと考えています。 
また、第二の問題として、これまでの政府資金のように「長期・低利」という借入ではなくな

るため、借入金利水準の上昇も懸念されます。当然、後年度の公債費の増大につながるため、事

業採択等に際しての市債活用はより慎重に進めていくことが必要になります。 


